
平成 28年１月１日以後に支払う私募債の利子に 

係る取扱いについて（判定フローチャート） 
 

平成 28年１月１日以後に支払う私募債の利子は、次のように取り扱います。 

 

利子の支払先は個人
ですか？

私募債を発行したのは、

同族会社ですか？
（同族会社の判定について
は、税務署へお問合せくだ
さい。）

利子を受け取る方は、
支払の確定した日にお
いて同族会社の判定の
基礎となった株主等又
は同族会社の判定の基
礎となった株主である
法人と特殊の関係のあ
る個人及びその親族等
に該当しますか？

（上記の具体的な判定につ
いては税務署へお問合せく
ださい。）

平成28年１月１日
以後に法人に支払
う利子は、利子割、
配当割のいずれも
申告納入する必要
はありません。

平成28年１月１日
以後に支払う利子
は、利子割、配当
割のいずれも申告
納入する必要はあ
りません。
※下線部分の要件は、令
和３年４月１日以降に支
払いを受けるべき社債の
利子等について、新たに
総合課税の対象として法
改正により追加されまし
た。

平成28年１月１日
以後に支払う利子
は、利子割として
申告納入してくだ
さい。利子割納入
申告書に記載する
利子等の種類は、
「01：特定公社債
以外の公社債の利
子」に該当します。

平成28年１月１日
以後に支払う利子
は、配当割として
申告納入してくだ
さい。配当割納入
申告書に記載する
配当等の種類は、
「55：特定公社債
の利子・特定口座
外の割引債の償還
金」に該当します。

私募債の発行日は平
成28年１月１日以後
ですか？
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